
島 根 県 報
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生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により、同法による医療扶助を担当する機関を次のとおり指定した

ので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月	日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	
��

生活保護法（昭和��年法律第���号）第�
条の�の規定により、次のとおり指定医療機関の事業の廃止の届出があった

第�����号 平成��年��月	日 (�)

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 指定年月日

六日市訪問看護ステーション 鹿足郡六日市町六日市�
番地� 平成��年	月�
日

� �

� �

生活保護法の規定による医療扶助を担当する機関の指定 （地 域 福 祉 課） �

生活保護法の規定による指定医療機関の事業廃止の届出 （ 〃 ） �

生活保護法の規定による指定医療機関の名称変更の届出 （ 〃 ） �

生活保護法の規定による指定医療機関の所在地変更の届出 （ 〃 ） �

平成��年度島根県准看護師試験の実施 （医 療 対 策 課） �

介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者の指定 （高齢者福祉課） �

換地処分（�件） （農 村 整 備 課） �

土地収用法の規定に基づく事業の認定 （用 地 対 策 課） �

道路の区域の変更 （道 路 維 持 課） �

道路の供用開始 （ 〃 ） �

 �

特定非営利活動法人の設立の認証申請に係る書類の縦覧（�件） （環境生活総務課） �

平成��年度クリーニング師試験の合格者 （薬 事 衛 生 課） 

開発行為に関する工事の完了 （都 市 計 画 課） 

モバイルパソコン�
式の購入に係る一般競争入札の実施 （警 察 本 部） �

�����

海面における定置漁業権に係る漁場計画案に関する公聴会の開催 �


� �

平成��年�
月�日付け島根県報第�����号中 （森 林 整 備 課） ��

����������������������������������������������������
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平成��年��月	日 (金)
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(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報

ので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	
��

生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�の規定により、次のとおり指定医療機関の名称変更の届出があったの

で、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	
�

生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�の規定により、次のとおり指定医療機関の所在地変更の届出があった

ので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	
��

保健師助産師看護師法（昭和�	年法律第��	号）第�
条の規定に基づき、平成��年度准看護師試験を次のとおり実施す

るので、保健師助産師看護師法施行規則（昭和��年厚生省令第	�号）第��条の規定により告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

 試験日

平成�
年�月��日（木） 午後時から午後�時	�分まで

� 試験場所

第���	�号 平成��年��月�日(�)

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 廃止年月日

六日市町訪問看護ステーション 鹿足郡六日市町六日市�
�番地� 平成��年�月��日

田口薬局 出雲市高松町����－� 平成��年��月�日

医 療 機 関 の 名 称
所 在 地

変 更
年月日変 更 前 変 更 後

医療法人椋歯科医院 医療法人良歯会椋歯科 益田市駅前町�番��号
平成��年
�月��日

医療法人加藤歯科医院 医療法人加藤医院歯科口腔外科 安来市安来町���－
平成��年
�月日

医 療 機 関 の 名 称
所 在 地 変 更

年月日変 更 前 変 更 後

どうぜん歯科医院 出雲市平田町���	－� 出雲市平田町����
平成��年
�月�	日



島 根 県 報

松江市殿町���番地 島根県民会館

浜田市片庭町���番地 島根県浜田合同庁舎

� 試験科目

人体の仕組みと働き、食生活と栄養、薬物と看護、疾病の成り立ち、感染と予防、看護と倫理、患者の心理、保健医

療福祉の仕組み、看護と法律、基礎看護、成人看護、老年看護、母子看護、精神看護

� 受験資格

保健師助産師看護師法第��条の規定に該当する者

� 受験手続及び提出書類

受験願書に次に掲げる書類を添え、島根県松江市殿町	番地島根県健康福祉部医療対策課へ直接又は郵送（書留郵便

に限る。）により提出すること。

なお、受験者は受験願書記載に当たり、受験地欄で希望する受験地の番号を選び、〇で囲むこと。

� 受験票

� 修業証明書又は卒業証明書（出願時において、修業見込み又は卒業見込みの者は、修業見込証明書又は卒業見込証

明書を提出し、平成��年�月
日（月）までに修業証明書又は卒業証明書を提出すること。）

� 写真（出願前
月以内に撮影した正面、上半身、脱帽で縦
センチメートル、横�センチメートルのものを受験票

の所定欄にはり付けること。「スピード写真」を使用しないこと。）


 受験願書提出期間

平成��年	月�日（木）から	月��日（金）まで（郵送の場合	月��日の消印のあるものまでを有効とする。）

� 受験手数料

����円（島根県収入証紙で納付すること。）

� 合格発表

平成��年�月��日（金）午前�時県庁前の掲示板に受験番号を掲示するとともに、島根県報に登載する。

� その他

� 受験願書の用紙は、島根県健康福祉部医療対策課へ請求すること。郵送希望の場合は、封筒の表に「准看護師試験

受験願書請求」と朱書きし、���円分の切手をはったあて先明記の返信用封筒（角形�号）を同封し、請求するこ

と。

� 受験についての詳細は、島根県健康福祉部医療対策課（電話����－��－����）へ問い合わせること。

��������	
��

介護保険法（平成�年法律第���号）第��条第	項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者を次のとおり指定したの

で、同法第��条第	号の規定に基づき告示する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成��年��月�日 (�)

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

株式会社 アゼーリ
認知症対応型
共同生活介護

グループホーム アゼリア 松江市黒田町���－�
平成��年
��月�日

有限会社 ファミリーケア
特定施設入所
者生活介護

特定施設入所者生活介護
梅の郷にしき庵

八束郡東出雲町錦新町�丁目
�－�

平成��年
��月��日

特定非営利活動法人 ほっ
と大東

通所介護 デイサービス 北の宿 雲南市大東町北村�番地�
平成��年
��月��日
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��������	
��

土地改良法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により、平成�	年��月��日付けで県営土地改良事業に係

る悠ＹＯＵおおち東地区原田工区の換地処分をしたので、同条第�
項において準用する同法第��条第�項の規定により告

示する。

平成�	年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	
	�

土地改良法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により、平成�	年��月�
日付けで県営土地改良事業に係

る都治地区第�工区の換地処分をしたので、同条第�
項において準用する同法第��条第�項の規定により告示する。

平成�	年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	
��

土地収用法（昭和�年法律第���号）第�
条の規定に基づき事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成�	年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 起業者の名称

雲南市

� 事業の種類

伊萱地区農業集落排水資源循環統合補助事業（処理施設建設）

� 起業地

� 収用の部分

島根県雲南市三刀屋町伊萱地内

� 使用の部分

なし

� 事業の認定をした理由

� 土地収用法第�
条第�号の要件への適合性について

伊萱地区農業集落排水資源循環統合補助事業（処理施設建設）（以下「本件事業」という。）は、土地収用法（以

下「法」という。）第�条第��号に掲げる「地方公共団体が直接その事務又は事業の用に供する施設」に関する事業

に該当するため、法第�
条第�号の要件を充足するものと判断される。

� 法第�
条第�号の要件への適合性について

本件事業の起業者である雲南市は、交付金、下水道債及び一般財源により財源措置を講じているので、法第�
条第

�号の要件を充足するものと判断される。

� 法第�
条第�号の要件への適合性について

ア 本件事業により得られる利益は、農業集落におけるし尿、生活雑排水などの汚水や汚泥を処理することにより、

第��	��号 平成�	年��月�日(�)

社会福祉法人 出雲市社会
福祉協議会

通所介護
出雲市社会福祉協議会 佐
田支所 通所 八幡原

出雲市佐田町八幡原��番地
平成�	年
��月�日
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農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持、また農村の生活環境の改善を図り、併せて公共用水域の

水質が保全されることである。

イ 一方、本件事業の施行により失われる利益については、起業地の選定に当たり、複数の候補地の中から社会的、

技術的及び経済的条件を比較検討した結果、それらの条件を最もよく満たすものを採用していることから、軽微な

ものであると考えられる。

ウ アで述べた得られる利益とイで述べた失われる利益とを比較衡量した結果、前者が後者に優越すると認められる

ので、法第��条第�号の要件を充足するものと判断される。

� 法第��条第�号の要件への適合性について

本件事業は、雲南市が、旧三刀屋町時代の平成�年度に策定した「第�次三刀屋町総合振興計画」及び平成��年度

に策定した「第�次三刀屋町総合振興計画 後半期基本計画」の中で、「快適で美しい生活環境の整備等を進め定住

促進を図る」ことを掲げ、そのひとつの施策として下水道整備計画を策定し、これに基づき雲南市伊萱地区内に農業

集落排水処理場の建設を行おうとするものである。

雲南市伊萱地区においては、約�割の世帯が「汲取り式トイレ」であり、生活雑排水は直接集落内の水路（排水

路）又は普通河川へ流される状況であるため、河川上流への汚水流入を原因とした水質汚濁による、農作物の育成障

害・農業用用排水路の機能低下等、農村生活環境への影響が懸念されるため、本件事業を早急に施行する必要性が認

められる。

また、本件事業に係る起業地は、施設規模及び利用目的等から勘案し、必要最小限度の範囲内であると認められ

る。

さらに、一時的な利用に供されるものは存在せず、使用の手段はなじまないので、本件事業の目的を実現するため

に、起業地全体に収用の手段を講じることが合理的であると考えられる。

よって、土地を収用する公益上の必要があると認められるため、法第��条第�号の要件を充足するものと判断され

る。

� 結論

既述のとおり、本件事業は法第��条各号の要件を充足するものと判断される。

よって、本件事業について、法第��条の規定に基づき、事業の認定をするものである。

	 法第�
条の�第�項の規定による図面の縦覧場所

雲南市役所（総務課）

��������	
��

道路の区域を次のように変更したので、道路法（昭和��年法律第��号）第�条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成��年��月�日 (�)

道路の
種 類

路 線 名

道 路 の 区 域 管轄する地
方機関の名
称

備 考
区 間

変更前
後の別

敷地の幅員 延 長

県 道 松江島根線
松江市島根町大芦
���

番��地先から同����番
�地先まで

前
メートル

����～
����

メートル
�����

松江土木建
築事務所

交通安全工事

拡幅後 �����～
����

�����



島 根 県 報第�����号 平成��年��月�日(�)

〃 木次横田線
仁多郡奥出雲町郡村
	�	番地先から同����

番
地先まで

前 ����～
�����

	���� 木次土木建
築事務所仁
多土木事業
所

道路改良工事

拡幅後 ����～
�����

	����

〃 湖陵掛合線

出雲市佐田町反辺�	��
番地先から同����番
地先まで

Ａ

前 Ｂ

Ｃ

�����～
�����

�����

出雲土木建
築事務所

トリプルウェイ
解消

左記のＡ、Ｂ及
びＣは関係図面
に表示する敷地
の区分をいう。

土地交換

仮設道撤去

減幅

出雲市佐田町反辺����
番地先から同����番
地先まで

����～
�����

������

出雲市佐田町反辺�	��
番地先から同町宮内
����番地先まで

�����～
�	���

������

〃 後 Ｃ �����～
�����

������

〃 仁摩瑞穂線
邑智郡川本町大字小谷
���番�地先から同大
字���番�地先まで

前 �����～
�����

�	���

川本土木建
築事務所

不用物件発生

減幅

土地交換後 �����～
�����

�	���

〃 邑智大森線
邑智郡美郷町小松地�

番�地先から同地先ま
で

前 ���� ����� 法面埋立工事

拡幅後 ���� �����

〃 仁摩瑞穂線
大田市仁摩町大国字カ
チシ���	番��地先から
同字���	番地先まで

前 �����～
�����

������

川本土木建
築事務所大
田土木事業
所

災害防除工事

拡幅後 �����～
�����

������

〃 〃
大田市仁摩町大国字カ
チジ����番地先から同
地先まで

前 �����～
�����

����� 災害防除工事

拡幅後 �����～
�����

�����

〃 〃

大田市仁摩町大国字カ
チジ����番地先から同
町大国字曽根畑東平
����番�地先まで

前 ����～
�����

����� 災害防除工事

拡幅後 �����～
�	���

�����

〃
津和野田万
川線

益田市桂ヶ平町����番
�地先から同町�	��番
地先まで

前 ����～
�����

������
益田土木建
築事務所

道路改良工事

拡幅後 �����～
�����

������

〃
日原停車場
線

鹿足郡津和野町枕瀬
���番�地先から同町
枕瀬���番��地先まで

前 	���～
�����

����� 益田土木建
築事務所津
和野土木事
業所

不用物件発生

減幅

払い下げ後 	���～
�����

�����
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��������	
��

道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

 �

特定非営利活動促進法（平成��年法律第	号）第��条第
項の規定に基づき特定非営利活動法人の設立の認証申請が

あったので、同条第�項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義


 申請のあった年月日

平成��年��月��日

� 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 ライフ・プランニングあい

� 代表者の氏名

櫻井照久

� 主たる事務所の所在地

松江市宍道町白石��番地�

� 定款に記載された目的

この法人は、介護予防の推進に関する事業において、個人が自分らしく健康に生活するために、介護予防の効果評価

やサービスに関する調査・研究・実践活動を行うとともに、これらの成果を地域へ還元する普及・啓発活動を行い、

もって島根県民の保健、医療及び福祉の増進に寄与することを目的とする。

� 縦覧に供する書類

定款、役員名簿、設立趣旨書、設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書並びに設立当初の事業年度及び翌事

業年度の収支予算書

	 縦覧期間

申請書を受理した日から�月間

� 縦覧場所

県政情報センター（県庁南庁舎
階）

特定非営利活動法人の事務所の所在地を所管する隠岐支庁又は総務事務所

第����号 平成��年��月�日 (�)

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する地
方機関の名
称

備 考

県 道 松江島根線
松江市島根町大芦���番��地先から同
���番
地先まで

メートル
������

平成��年
��月��日

松江土木建
築事務所

〃 木次横田線
仁多郡奥出雲町郡村���番地先から同
����番�地先まで

�����
平成��年
��月�日

木次土木建
築事務所仁
多土木事業
所

〃 湖陵掛合線
出雲市佐田町反辺����番地先から同町宮
内���番地先まで

������
平成��年
��月��日

出雲土木建
築事務所
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特定非営利活動促進法（平成��年法律第�号）第��条第�項の規定に基づき特定非営利活動法人の設立の認証申請が

あったので、同条第�項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 申請のあった年月日

平成��年��月	�日

� 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 創作てんからっと


 代表者の氏名

岩�理恵

� 主たる事務所の所在地

浜田市黒川町��番地�

� 定款に記載された目的

この法人は、島根の人々に対して、芸術、文化などの振興、次世代への継承に務めながら、私たちの生活の中に広

がっている幅広い創作活動及び地域の魅力を島根から全国へと発信していき、そして、平和活動、環境問題、国際協力

等を幅広い年代の方々と共に考えながら、活気ある元気な町づくりに寄与する事を目的とする。

� 縦覧に供する書類

定款、役員名簿、設立趣旨書、設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書並びに設立当初の事業年度及び翌事

業年度の収支予算書

� 縦覧期間

申請書を受理した日から�月間

� 縦覧場所

県政情報センター（県庁南庁舎�階）

特定非営利活動法人の事務所の所在地を所管する隠岐支庁又は総務事務所

クリーニング業法（昭和��年法律第���号）第�条第�項の規定により平成��年��月��日に実施した平成��年度クリー

ニング師試験の合格者の受験番号は次のとおりである。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義


、�、�、�、�、��

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和�	年法律第���号）第	�条第
項の規定により公告す

る。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 開発区域

安来市赤江町字菖蒲���番� 外�筆

面積 �����平方メートル

� 開発許可を受けた者の住所及び氏名

第���	�号 平成��年��月�日(�)
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米子市米原�丁目�番��号

池田 治義

次のとおり一般競争入札に付すので、地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第���条の�第	項の規定により公告

する。

平成��年��月
日

島根県警察本部長 塩 川 実喜夫

	 入札の内容

� 入札の件名

モバイルパソコン��式の購入

� 物品の仕様等

入札説明書による。

� 納入期限

平成�年�月	日

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の�パーセントに相当する額を加算した金額（当該金

額に	円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので、入札者

は消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の���分の���に相

当する金額を入札書に記載すること。

� 入札参加資格

� 地方自治法施行令第���条の�の規定に該当しない者であること。

� 物品の製造の請負、売買等に係る入札参加資格審査要綱（昭和��年島根県告示第�号）第�条の規定により、入札

に参加する者に必要な資格があると開札の日の前日までに知事の承認を受け、入札参加資格者名簿の営業種目大分類

「	文具・事務用機器類」中分類「�情報処理機器」又は大分類「�機械器具類」中分類「�電気通信機器」に格付

Ａで登載された者であること。

� 島根県の実施する建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の一般競争入札において、指名停止の措置

を受け、入札日においてその措置の期間が継続中である者でないこと。

� 島根県内に本店又は営業所を有する者であること。

� 入札書の提出場所等

� 入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒���－��� 島根県松江市殿町�番地	

島根県警察本部警務部会計課用度係

電話���－��－���� 内線����～����

� 入札説明書の交付期間及び方法

平成��年��月
日から��月��日までの間、上記�の�の場所において交付する。

（交付時間は土日、祝日を除く、午前
時から午後�時までとする。）

� 入札及び開札の日時及び場所

ア 日時 平成��年��月��日（月） 午後�時

イ 場所 島根県松江市殿町�番地	 島根県警察本部 �階大会議室

ウ 開札 即時開札

� その他

� 契約手続に使用する言語及び通貨

第�����号 平成��年��月
日 (�)
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日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

契約予定相当額（入札金額に消費税等の額を加算した額）の���分の�以上を納付すること。ただし、島根県会計

規則（昭和��年島根県規則第��号）第��条の�各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

� 契約保証金

契約金額の���分の��以上を納付すること。ただし、島根県会計規則第��条の�各号のいずれかに該当する場合

は、免除する。

� 入札者に要求される事項

この入札に参加を希望する者は、入札説明書に示した書類を入札説明書に定める提出期限までに提出しなければな

らない。

なお、入札者は、開札日時までの間において、当該書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければなら

ない。

� 入札の無効

本公告に示した入札参加資格のない者が入札をしたとき、その他島根県会計規則第��条各号のいずれかに該当する

ときは、当該入札者の入札は無効とする。

� 落札者の決定方法

島根県会計規則第��条の規定に基づき定められた予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者

を落札者とする。

� その他

詳細は入札説明書による。

� � � � � � � � 	


����������	���

漁業法（昭和�	年法律第��
号）第��条第�項の規定に基づき、次のとおり海面における定置漁業権に係る漁場計画案

に関する公聴会を開催する。

平成�
年��月�日

島根海区漁業調整委員会会長 伊 藤 裕

 日時、場所及び案件

� 関係書類の縦覧

� 縦覧に供する書類の名称

漁場図、漁場計画案及び総合連絡図

� 縦覧の期間

平成�
年��月�日から同年��月��日まで

� 縦覧の場所

島根県農林水産部水産課及び松江水産事務所

第��
�	号 平成�
年��月�日(��)

日 時 場 所 案 件

平成�
年��月��日

��時��分

松江市朝日町	
�－��

松江テルサ（松江勤労者総合福祉センター）
定置漁業権に係る漁場計画案について
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� �

平成��年��月��日付け島根県報第�����号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第�����号 平成��年��月	日 (��)

ページ 行 誤 正


 下から� 雲南市木次町北原����－、����－�、����－

��、����－��、����－��、����－��、����－��

から����－��まで、����－��から����－��ま

で、����－�、����－
、����－�、����－

�、����－
、����、����－から����－
ま

で、����－�、����－
、����－�

雲南市木次町北原����－・����－�・����－

��・����－��・����－��・����－��・����－��

から����－��まで・����－��から����－��ま

で・����－�・����－
・����－�・����－

�・����－
・����・����－から����－
ま

で・����－�・����－
・����－�（以上��筆

国有林）
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